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「よくぞ生きていてくださった」

と言える政治へ

――被災者に「自己責任」を強いるな。

命と暮らしを最優先にする防災へ転換を
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8月２７日号２面に今回

の熊本地震の全国連合

現地調査のようすの詳

細が掲載されました。

7月28日の熊本地震発生から1ヶ月

――。見慣れた景色が一変し、過酷な避

難生活のなかで多くの被災者が幾重も

の苦しみに直面しました。このたび発表

された熊本県連合の声明（今泉克己代

表名）は、その底流に、自らも過去の震

災で深刻なケアの寸断や避難の困難を

身をもって体験してきた橋村りか副党首

の「だれひとり取り残さない」という強い

問題意識が息づいています。 「避難所

は『死なないようにする場』ではなく、『生

きていく場』であるべきだ」。 10年前の

教訓がなぜ生かされず、車中避難や自

宅避難の人が「被災者」からも外されて

しまうのか。仮設住宅の浸水リスクを「自

己責任」とする政治の冷たさに抗い、軍

拡偏重から命を守る防災への根本的転

換を迫るこの声明は、私たちの暮らしの

足元を鋭く問い直します。一人ひとりの

尊厳を守る社会をどう築くのか――その

切実な叫びと未来への処方箋が詰まっ

た全文を、ぜひ最後までお読みください。

熊本地震を受けての声明

7月28日、熊本を襲った震度7の地

震から1ヵ月がたちました。

尊い命を失われた方々、ご家族に、心

より哀悼の意を表します。私たちは、被

害に遭われたすべての方々に、熊本に生

きる仲間として、これからの歩みを共に

する決意をお届けいたします。

家が崩れ、地面は割れ、見慣れた穏

やかな景色は一変しました。被災者は、

未曽有の暑さの中、電気、水道、ガスが

遮断され、命がけで避難した避難所でさ

らに命の危機に直面するという、何重も

の苦しみにさらされています。



また、今回の地震は、10年前の熊本地震

の教訓がはたして生かされたのか、その現実

を私たちに突き付けました。大災害では、避

難所で暮らしながら生活を立て直すための

日々が始まります。避難所は、「死なないよう

にする場」ではなく、「生きていく場所」である

べきなのです。

にもかかわらず、避難所の様子は10年前、

さらには30年以上前の阪神淡路大震災時

の様子とさほど変わることなく、冷房のない

酷暑の避難所で硬い床に薄いマットを敷い

ての雑魚寝、プライバシーの確保もされず、

食事は水とパンという状態が長く続きました。

被災者が避難するのは、自治体指定の避

難所だけではありません。10年前の熊本地

震で、そして今回の地震で、様々な理由によ

り指定避難所に入ることができなかった人が、

自宅（住めないほど壊れていても）、庭先、車

中避難をしています。そして、その被災者は、

自治体が公式に発表する「被災者」の数には

入っていません。身近にあるべき避難所は

発災から日がたつと集約され、移動を余儀

なくされるも自宅から離れた避難所に移るこ

とに不安を感じ、壊れた自宅や車に戻ってし

まうという人が増え、被災の全容がわからな

くなっていきます。

自治体のボランティア受け入れに関して、

自治体職員の人数不足に加え、職員自身が

被災する大災害では、対応がすでに限界を

迎え、全国からのボランティア受け入れを制

限している実態もあります。助けたい、と思

う人と、助けて欲しい、と思う人をつなげる役

割を果たせていません。自分よりももっと被

害の大きなところがあるから、と、被災者が

助けを求めることに躊躇してしまう事態も多

発しています。高齢者、障害者、単身者、外

国籍の人など、情報を受け取るすべもなく誰

にも訴えられないまま苦しんでいる方々もい

ます。

仮設住宅の建設予定地の約6割が、浸水

想定区域にあることがわかりました（熊本日

日新聞 8月22日）。県は「入居者には事前

に浸水リスクを伝える」としていますが、「浸

水するかもしれないと知っていて入居した」

という「自己責任」を、ここでも、被災者に負

わせることになります。

熊本地震から2週間後には千葉で豪雨災

害、その後も、この夏だけで各地で災害が多

発しています

日本は、災害頻発国であるにもかかわら

ず、防災に関しては「最貧国」。「観測史上

初」の災害がいつどこで起きるかわからない

国で、軍事に予算が大きく割かれ、防災の予

算が削られ続けていくことの異常さを、私た

ちは訴えます。
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防災の「常識」と言われている「①自助、

②共助、③公助」の順番を入れ替え、まずは

防災減災の予算を確保し、命と暮らしを徹

底して守る制度を、自治体職員が安心して

業務にあたることのできる体制を整えなけれ

ばなりません。身一つで逃げてきた被災者に、

「自分の身は自分で守れ」と自助を求めるの

ではなく、「よくぞ生きていてくださった。あな

たの命と暮らしは全力で守ります」という姿

勢と、具体的支援を届けなければなりません。

災害の度に防災と災害支援の仕組みを進化

させる民間企業やNPO、大学などの研究機

関、ボランティア団体等の柔軟な活動とさら

に連携し、そこにしっかりと予算をつけること

も検討する必要があります。

減災・防災は、災害が起きていない平時

からすでに始まっています。災害時に、それ

までの人生、暮らし、命をあきらめることのな

い社会にするためには、日頃から、一人ひと

りの命と尊厳、人権を守られる社会である必

要があります

地域の中に多様な人々が暮らしているこ

と、支援を必要としている人がいることを知

り、その命を守るにはどうしたらいいかを日

常の中でも考え、共に生き抜くために、社会

の在り方自体を変えていくのは、私たち社民

党の課題です。福祉、教育、地域社会の維

持、医療、農業、所得補償、環境保全等、命

につながる分野に予算と人員を十分確保す

ることに加え、違いを認め合って共に生きる

社会を作り上げていくことこそ、災害に強い

国の在り方であり、社民党はその一翼を

担っていきます。

2026年8月28日

社民党熊本県連合

代表 今泉 克己
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声明起案者

橋村りか社民党副党首
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